
【共通】 直近の決算日： 令和 5 年 3 月 31 日
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１．団体の概要

団体名 西彼海区栽培漁業推進基金（公財）
　 西彼地域の海域特性に合った沿岸性の魚種を安定的に確
保することにより、栽培漁業の推進を図り、もって西彼地域の
沿岸漁業の振興、発展に寄与することを目的とする。

定款等に定める事業

（1）沿岸性魚種の種苗放流事業
（2）その他、この法人の目的を達成するために必要な事業

908,000

0.00

0.00

100.00

設立目的、経緯及び根拠法

℡

Fax

E-Mail

長崎県長崎市三重町348番地7

851-2204

長崎県

県内市町

その他

095-850-2124

shidou03@jf-shinmie.or.jp

095-850-2121

設立年月日 平成8年1月9日

なしホームページURL
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県所管課
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（名）
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合　計

非常勤 6

区分

他自治体

2

R4

40代

R3

区分

県派遣又は兼務職員

上記役員以外の顧問等

出資団体の概要（出資団体経営評価・診断表　様式①）

県の役職 団体での役職

県からの常勤又は非常勤役員

1人当たり人件費(年度推移)

正規職員

60代以上50代1人当たり人件費(R1、年代別)
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出資団体の概要（出資団体経営評価・診断表　様式①）

【共通】

 組 織 図

評議員会 9 名

理事会 4 名 事務局

代表理事 1 名 職員 2 名

理事 3 名

監事 2 名

〈当年度受入額〉 〈当年度末残高〉

貸付金

損失補償・債務保証額

１　政策目標

○

1

2

3

事業概要事業名

沿岸性魚種の種
苗放流事業

出資金

委託料

負担金

貸付金残高

■放流魚の生息環境や経済性を重視した種苗放流技術の確立と実施

成育適地への放流や生存率を高めるための適正サイズでの放流について、研究機関や関係県との広域定期な連
携を図り、放流効果のさらなる検証を行うことにより栽培漁業を一層効果的に推進する。

団体の役割

２　県との役割分担

３　事業実施状況

県の役割

地元漁業者の要望に応じて放流事業を実施することによ
り、栽培漁業の推進に貢献し、資源の維持増大及び地域
の漁業所得向上につなげる。

放流個体の採捕率は上昇している。事業費が昨
今の物価高により高騰しているため、事業費の
削減方法を検討中。

説明

当該法人は、県及び地元が出捐した基金の運用益で放
流事業を行っているものであり、法人自らが運営し、地元
漁業者の要望に応じて地域に適した魚種を柔軟に選択
することで、地元漁業所得の向上に寄与するものである。

事業の評価、今後の方向性事業費(千円)

法人が実施する放流事業において、限られた財源で最
良の効果が得られるよう、適切な指導を行う。

団体に委ねる理由

県が直接実施するよりも効果的・効率的に事業実施可能

県が直接実施することが困難

その他

主な実績

４．県の政策との関連性

損失補償・債務保証残高

4魚種81.3千尾
の種苗放流

２．組織・人員の状況（３月３１日現在）（続き）

３．県財政負担の状況（千円）

補助金

6,552
西彼地域栽培漁業推進
協議会が実施する放流事
業のうち60％を実施。
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出資団体の概要（出資団体経営評価・診断表　様式①）

【共通】

５．中期経営計画等の進捗状況・事業目標の達成状況 ◎　達成　　○　一部達成　　×　未達成　　－　未実施

№

○

①

②

③

④

中期経営計画の目標達成

事業目標の達成

達成状況

県が期待する効果の実現 [１点]効果を概ね実現している　 [２点]十分実現している

判定項目

中期経営計画の策定 [２点]中期経営計画（計画期間３年以上）を策定している

最終年度(R　　)

R2

No. 項目名

評価基準

（目標値設定の根拠・考え方）

No.

項目名

計画上の目標値R4
実績

最終年度

R4
実績

計画上の目標値

（翌年度に向けての改善事項等）

（目標値設定の根拠・考え方）

②

（翌年度に向けての改善事項等）

No. 達成状況

項目名

④

（翌年度に向けての改善事項等）

最終年度(R　　)

R3実績

③ （目標値設定の根拠・考え方）

（翌年度に向けての改善事項等）

目

標

値

(R　)
達成状況

最終年度

R3実績

目

標

値

（目標値設定の根拠・考え方）

①

(R　) 達成状況

中
期
計
画

No.

-

2

[１点]目標を１項目達成　　　　　　[２点]２項目以上達成

[１点]事業目標を１項目達成 　　 [２点]２項目以上達成

（計画達成状況の判定）

R4

6,4005,929

十分実現している 昨今の低金利により運用益が減少する中、地域栽培漁業推進の観点
から基金の取り崩しにより一定の放流規模を確保しているところであ
る。

点数

-

1

合計 3

評価理由

項目名

5,901

（実績）

（県が期待する効果の実現）

事業費（千円）
5,870

備考R3

5,839 6,552

実現できていない

概ね実現しているが未実現の部分がある

①

②

評価結果

（計画）

（実績）
沿岸性魚種の種苗放流事業

（計画）

事
業
目
標

③
（実績）

項目名

（計画）
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出資団体の概要（出資団体経営評価・診断表　様式①）

【公益法人会計基準適用法人用】 直近の決算日： 令和 5 年 3 月 31 日

（財務状況の判定）

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

経常収益(C)
　うち受託事業収入

100.56

一般正味財産
正味財産合計(B) 921,324

　うち補助金収入
　うち基本財産等運用益収入

　うち県財政支出額(E)
経常費用 7,548 124.806,048

100.00

当期収支差額(L)
次期繰越収支差額(M)

-689

-689
3,000

8,240

5,870
1,500

経常収益

当期一般正味財産増減額率(J／C)

当期指定正味財産増減額(K)

当期指定正味財産増減額(K)

　　うち人件費(F)
　管理費(G)
　　うち人件費(H)

-29.21

当期経常増減額率(I／C) -156.38

6,048

経常費用 当期収支差額

-109.58
2,161

-3,000

2.10

166.35

48

当期収入
当期支出

数値・比率

　うち自己収入(D)

流動資産

　基本財産
　特定資産
　その他固定資産

資産合計(A)

-

-

8,076

-
2,288

8,240

908,000

　　うち金銭債権額
固定資産

　　うち退職給付引当金
負債合計

指定正味財産
0 0

914,000

921,324

６．財務の状況

99.35

団体債務保証額
【正味財産増減計算書】

99.35

流動負債
　　うち短期借入金
固定負債
　　うち長期借入金

-

916,079

-

項　　　　　　　　　　目

【貸借対照表】

6.36

8,240

157.021,324

2,288

-5,952

2,2882,359

-5,952
6,000

8,288

103.94

-5,245 113.48

109.17

1,500
125.54

-

7,369　事業費

県財政支出率(E／C)

8,240
154.94
124.807,548

【会計単位別】
一般会計

（会計方針の変更による影響額）

当期一般正味財産増減額(J)
200.00-3,000

対前年度比

当期収入

-2.0

次期繰越収支差額(M)

各財務数値の増減理由及び各種引当金の設定状況等

109.59

163.22

32.78

-6,000

48

当期支出当期経常損益

109.17

-
-

97.63

157.02
910,160

-

-

【収支計算書等】
-

当期経常増減額(I)
経常外損益

0.00

7.17

103.942,161

7.77

0.00

0.00

103.01

1,324

100.00

2,079 157.02

0.00

92.22

合計 -4.0

7.55 94.99

-1.0

0.0

※判定項目ごとに評価基準に基づき採点

0.0

0.000.00

自己収入比率(D／C)

管理費比率(G／C)

正味財産比率(B／A) 100.00

0.0

0.0

100.00100.00

200.00

114.22

-1.0-112.24 -7.186.40

-227.75

0.0

-6,000 100.00200.00-6,000

100.00100.00

数値・比率

2,288

8,240

-260.14145.64

対前年度比
点数

対前々年度比

R3

48

8,2408,288

判定項目
R4

数値・比率
R2

8,288-5,952
特別会計

合　　　　　　計

-109.58

179
1,500

164 91.62

6.3648

-

100.00

-6,000 100.00

99.82

1,324
920,000

178

-3,689

2,359

-

2,303

5,359

142.18
200.00

2,079

6,000
755

8,303

755

910,160
-

97.63
-

916,079

2,160

-
-

99.43
2,079

-

99.35

2,303

808,000
100,000

-

-
99.35

-
-

103.90
99.34

99.35

100.00

99.3599.43

99.34908,000
100,000
814,000

-
99.27

100.00

-

-
-

- 0
-

100.00
99.26

914,000

820,000

920,000
100,000

2,079

R2 R4

（単位：千円、％）

金額

103.902,160
1,202 98.61

R3

98.07

対前年度比対前年度比 対前年度比

1,219

金額

1,243

金額

157.021,324
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出資団体の概要（出資団体経営評価・診断表　様式①）

【共通】

７．経営内容及び事業活動についての総合判定

（団体の自己評価）

５点以上：Ａ －５点以上～５点未満：Ｂ －５点未満：Ｃ

概ね良好 改善の余地あり 一層の努力が必要

（県の評価）

※評価の内容、県評価での加点・減点、総合判定の理由

法人が実施する放流事業において、限られた財源で最良の効果が得られるよう、適切な指導を行う。

「計画達成状況」「財務状況」の合計点数

※事業活動・経営の努力・今後の課題及び改善事項等

　前年同様、基金の運用益の減少は事業費には及ばず、徐々に運用財産を取崩している。しかし、新型コロナウイ
ルスの流行や気候変動における漁場の移動、原油の価格高騰など、さまざまな要因で漁協および地元漁業者の収
支は厳しい状況が続いており、放流事業による資源増大はより必要不可欠なものとなっている。
　こういった状況下で、今後も継続して放流事業を行っていくためにも、より放流効果の高い魚種や尾数、放流場所
などを過去の放流データ等を用いて調査し、より効率的な放流事業を推進していく方針である。

総合判定 Ｂ

（今後の県の関与の方針）

合計点数

-1.0 

-1.0 低金利が続いており、基金を毎年取り崩して運営を行っているため、より効果的な放流を実
施していくことが重要である。

Ｂ総合判定
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